
【資料４】

事
業
の
概
要

【事業目的】
新病院等（病院・介護老人保健施設・研究施設等）を住吉市民病院跡地に整備することにより、こ
れまで弘済院が培ってきた認知症医療・介護機能を継承しながら、先進的な研究を行い、認知症の
人に対する総合的な支援の充実を図る。

事業内容
住吉市民病院跡地に次の施設を整備する。
・弘済院の認知症医療・介護機能を継承する新病院及びこれに併設する介護老人保健施設
・認知症及び関連する高齢者医療・介護等に関する研究施設

事業規模

【事業規模】
・敷地面積：約15,730㎡
・延床面積：約18,900㎡
　（内訳）
　　病院・老健棟：約15,700㎡　鉄筋コンクリート造又は鉄骨造５階建
　　研究棟：約3,200㎡　鉄筋コンクリート造又は鉄骨造３階建

【事業費等】※いずれも概算
  [整備事業費]　　8,929百万円
　（事業費内訳）　　　　　　　　　　　　　　　（財源内訳）
　　・基本設計　　56万円　　　　　　　　　　　・起債　　　  8,490百万円
　　・地質調査　　13百万円　　　　　　　　　　・一般財源　　439百万円
　　・実施設計　　119百万円
　　・建設工事　　8,592百万円
　　・工事監理　　149百万円

事業スケジュール

平成31（2019）年度　　基本設計
令和２（2020）年度　　実施設計
令和３（2021）～令和６（2024）年度　　建設工事
令和６（2024）年度　　新病院等開設予定

【上位計画等における位置付け】

計画名等 策定年度 位置付け

住吉市民病院跡地に整備する新病院
等に関する基本構想

平成31年度

事業目的

事業実施体制

大規模事業評価調書

事業名・場所 住吉市民病院跡地に整備する新病院等の整備事業 大阪市住之江区東加賀屋１丁目２番16号

担      当 福祉局　弘済院　管理課（連絡先　06-6208-7930・06-6871-2298）

住吉市民病院跡地に整備する新病院
等に関する基本理念や新施設の機
能、施設整備計画等を取りまとめた
もの

住吉市民病院跡地に整備する新病院
及び研究施設の運営に関する具体化
協議に向けた確認書

平成29年度

住吉市民病院跡地に整備する新病院
等について、運営に関する具体化協
議に向けて、大阪市と大阪市立大学
（以下「市大」という。）が確認し
たもの

　新病院等は、市大が運営することを前提に、本市で整備した上で市大に現物出資する。

【特別職による意思決定事項等】

会議名等 決定年月日 内容

戦略会議 平成31年4月24日
住吉市民病院跡地に整備する新病院
等に関する基本構想及び弘済院の今
後の方向性の変更について決定
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(1)事業の必要性

１　認知症に関する大阪市の状況
・大阪市においては、認知症高齢者の増加率は、65歳以上の高齢者数の増加率を大きく上回っている。
今後も高齢者の増加率以上に、認知症高齢者の増加率が上回る見込みである。
・高齢者世帯に占める独居率は、政令指定都市の中で最も高く、平成27年度では、高齢者世帯の42.4％
が独居、24.6％が高齢者夫婦世帯であり、認知症の早期発見・治療に加えて、在宅療養も困難な世帯が
多い状況である。
２　専門医療機関の現状
・大阪市は、認知症疾患医療センターとして、弘済院を含む６か所を指定し、専門的な認知症医療の提
供を行っているが、市民の高齢化が進む中、市内における認知症専門医療機関の充実が望まれている。
３　弘済院における大阪市民への健康医療・福祉サービス提供の現状
・弘済院は、施設の老朽化が著しく、また、大阪市外（吹田市）に所在することから、入院患者に占め
る大阪市民の割合は約20％にとどまっており、大阪市民の利用がしづらい状況がうかがえる。
４　認知症に関する研究の必要性
・今後の高齢化の進展を考慮すると、本市の認知症に係る医療・介護等の社会保障費の増嵩が見込まれ
ていることから、認知症の原因究明や新たな治療方法の確立を目指す取組を推進していく必要性は高
い。
５　認知症医療と介護の連携の必要性
・現在のところ、認知症に対する根治的な治療法はなく、また、保険診療にて可能な診療範囲が限られ
ていることから、専門的な認知症看護・介護・支援の果たす役割が大きく、医療と介護が連携し、切れ
目のない治療・ケアを実施することが望まれる。
６　地域連携等の必要性
・認知症の容態に応じて適時・適切に切れ目なく、専門的な医療・介護を提供し、認知症の人が住み慣
れた地域で自分らしく暮らし続けることができるように支援の強化が求められている。

(2)事業効果の妥当性

ア　専門医療機関の充実
・新病院は、認知症疾患医療センターの機能を担い、専門的な認知症医療の提供を行うことで、市内に
おける認知症専門医療を充実させることができる。
イ　大阪市民への健康医療・福祉サービスの向上
・弘済院の認知症医療・介護機能を市内へ移転させることにより、大阪市民への健康医療・福祉サービ
スを向上させることができる。
ウ　認知症に関する研究の推進
・先進的な認知症研究に取り組み、研究成果を「認知症をささえるまち大阪宣言」の実現に向けた本市
の各施策に反映するとともに、大阪の健康寿命延伸や、今後見込まれる本市の医療・介護費等の社会保
障費の増加抑制に貢献させていく。
エ　認知症医療・介護機能の充実
・認知症に係る専門的な診断を行い、症状に合わせた治療と引き続いて行う認知症のリハビリテーショ
ンや活動性を改善するリハビリテーションを実施する病院に、専門的な認知症介護を行う介護老人保健
施設を併設する。医療と介護の一体的な運営により、院内循環型システムを構築し、認知症の症状に合
わせて医療と介護が切れ目のない治療・ケアを実施する。
オ　地域連携等の推進
・認知症医療の中核となる新病院と併設する介護老人保健施設が協働し、地域医療機関や福祉施設等と
の適切な役割分担の下に連携を強化することで循環型の医療・介護システムの確立に寄与し、認知症の
人が住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らせるよう支援する。また、医療・看護・介護・福祉に携
わる人材を育成し、地域の介護力向上を図る。

(3)事業費等の妥当性

【実施場所】
・新病院等は、大阪市民病院機構より返還を予定している用地に整備するものであり、新規に土地を取
得するものではない。（平成31年４月戦略会議で決定）

【施設規模】
・基本構想に基づき、120床の病院、100人定員の介護老人保健施設及び高齢者医療・介護に関する研究
施設等を整備する。（平成31年４月戦略会議で決定）
・病院・老健棟は約15,700㎡の規模であり、先進的で良質な認知症医療及びその合併症医療を提供する
新病院と、新病院と医療・介護の連携を図り、切れ目のない治療・リハビリが効果的に行える介護老人
保健施設を併設する。
・新病院は、３病棟・15診療科、放射線部・リハビリテーション部・手術部等の中央部門を備える。
・介護老人保健施設は、新病院の病棟に対応する療養室のほか、機能訓練室等を備える。
・研究棟は約3,200㎡の規模であり、４分野にわたる先進的な認知症研究及び人材育成等に資する施設
として、複数の研究室や講堂等を備える。
※床面積の内訳については、今後の設計において変更が生じうる。

【事業費】
　基本設計（令和元年度）：56百万円
　地質調査（令和元年度）：13百万円
　実施設計（令和２年度）：119百万円
　建設工事・工事監理（令和３年度～）：8,741百万円
・建設工事概算額（8,592百万円・45.5万円／㎡）は、同規模の公立病院等の建設工事事例を参考にし
た建築単価等を基本とした概算である。
・新病院に介護老人保健施設を併設して整備することにより、一部諸室を共用化することができ、単独
で建設するよりもコストを抑えることができる。
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(5)安全・環境への
　影響と対策

・人や建物、設備の十分な安全性を確保するとともに、新病院は、災害拠点病院ではないが、災害発生
時において、近隣住民が一時的に避難できるように、十分な構造を保有するものとする。
・建設工事の際は、騒音、振動、悪臭、粉塵及び交通渋滞等、工事が近隣住民等に与える影響を最小限
に抑える。
・病院を適切に管理運営するために、廃棄物処理、廃水処理、空気清浄度、室内圧等の適切な管理を行
う。また、院内感染対策、シックハウス対策、放射線被曝等事故防止対策、転倒転落等事故防止対策な
どのために十分な安全確保を行う。
・なお、医療機能を確実に提供するため、医療機器や設備についても、設備の多重化などを含め十分な
安全性を確保する。
・省エネルギー性に考慮し、全熱交換ユニットの設置を検討する。
・日本医療福祉設備協会規格「病院空調設備の設計・管理指針」の最小外気量を満たす換気量を確保す
る。

(6)PPP/PFI手法等、事
業の整備・運営手法の
検討状況

・本事業は、市大が運営主体となることを前提にするものであることから、導入を検討すべきＰＰＰ／
ＰＦＩ手法としては、ＤＢ（デザインビルド）方式として検討を行った。
・検討の結果、定量評価においては、財政支出の削減が期待されるものの、定性評価においては、市大
が運営主体となる病院等として整備を計画しており、整備内容等については、検討会議を含む関係機関
において検討された医療機能等を反映した整備内容となることから性能発注方式にはなじまず、従来型
手法（仕様発注）に適性があるものと考え、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法は不採用とする。

(4)事業の継続性

・認知症に関する医療は、治療方法が十分には確立されておらず、効率性・収益性の面から収支均衡を
図ることが困難であるという特性を有する。また、認知症の原因究明や新たな治療方法の確立を目指す
研究は、社会保障費の増加抑制に貢献する。これらの事情に鑑みると、公的関与が必要である。

【収支見込】※開設後10年目の収支概算（単位：百万円）
（収益）2,748　（費用）3,866　（差引収支）▲1,118
（内訳）
　新病院　　　　　　（収益）2,160　（費用）2,856　（差引収支）▲696
　介護老人保健施設　（収益）588　  （費用）567　  （差引収支）21
　研究施設等　　　　（収益）０　   （費用）443 　 （差引収支）▲443
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